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本の判例リストを加えた総計 217 頁から成るものであり、以下のような構成を採る。 
 第 1 章 はじめに 
  1.1 重大な錯誤に関するルールの具体化 
  1.2 重大な錯誤に関するルールを具体化するための方法論的基礎 
  1.3 中国における重大な錯誤に関するルールの立法的・理論的歴史 
  1.4 本論文の構成 
 第 2 章 表示上の錯誤と動機の錯誤の二元論 
  2.1 二元的構成が可能な根拠 
  2.2 二元的構成を必要とする理由 
  2.3 小 括 
 第 3 章 表示上の錯誤救済ルールの構成 
  3.1 比較法的に見た表示上の錯誤救済の異なる傾向 
  3.2 規範的解釈と表示上の錯誤救済の体系的関連性 
  3.3 公正さを検討する構成の詳細 
  3.4 公正さの検討に関する多くの例外 
  3.5 小 括 
 第４章 動機の錯誤救済の事例類型 
  4.1 事例の概観 
  4.2 事例類型の予備的体系化 
  4.3 目的物の性質または相手方に関する錯誤（類型Ａ、Ｂ） 
  4.4 法律上の錯誤（類型Ｃ） 
  4.5 計算上の錯誤（類型Ｄ） 
  4.6 民事和解における錯誤（類型Ｅ） 
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  4.7 その他の動機の錯誤（類型Ｆ） 
  4.8 救済拒絶の共通根拠（類型Ｇ、Ｈ） 
  4.9 事例類型化の継続 
 第 5 章 動機の錯誤に関するルールの比較法 
  5.1 ドイツ法における動機の錯誤の取扱い 
  5.2 日本民法典の改正 
  5.3 比較法から何を学ぶか 
 第 6 章 動機の錯誤救済の要件 
  6.1 法律行為に内包される「動機」 
  6.2 一方による動機の錯誤 
  6.3 共通錯誤 
  6.4 小 括 
 結 論 
 





ても、それぞれ 10 件程度に言及しており、また、ドイツの判例については約 20 件を検討
の俎上に載せている）。 











































































上記のとおり、本論文の検討対象とされたのは、2017 年の民法通則 147 条である。中
国では、民事取引の領域を規律するために、従来、民法通則、物権法、契約法、侵権責任
法（不法行為法）などが単行法として定められてきたが、2020 年 6 月 1 日、従来の単行
法を改正・統合する「中華人民共和国民法典」が公布され、2021 年 1 月 1 日からの施行





























































 (4) 以上により、本論文を、博士（法学）の学位を授与するに値するものと認める。 
 
